
市民と行政の協働事業等に関する調査結果

調査対象

中核市３５市※１及び，令和２年４月１日中核市となった２市（吹田市，水戸市）

※１：令和２年１月１５日付け平３１中サ第３１８０号「市民協働事業にかかる調査について（依

頼）」の「行政と市民活動団体等が協働して取り組む事業に対する交付金制度はあります

か。」という問に対し，「ある」と回答した３５市

・函館市・旭川市 ・盛岡市 ・秋田市 ・山形市・前橋市・高崎市・川越市・川口市

・柏市 ・八王子市・横須賀市・富山市 ・金沢市・福井市・甲府市・岐阜市・豊橋市

・岡崎市・豊田市 ・枚方市 ・寝屋川市・姫路市・尼崎市・明石市・西宮市・鳥取市

・倉敷市・福山市 ・下関市 ・久留米市・長崎市・大分市・宮崎市・鹿児島市

継続状況

調査対象３７市のうち協働のきっかけ作りの役割，協働推進の役割のある制度があるのは３０

市であった。ほか７市は市民活動の財政的支援を目的とする制度であり本調査の目的から外れる

ため，「該当なし」として扱うこととする。

３０市中，継続状況を把握しているのは２０市（担当部局との継続状況は１９市）であり，把

握していない１１市においては，後追い調査を課題としている市もあった。

事業継続状況が５０％以上なのは７市，最も高いのは長崎市の８９％であるが，「事業によっ

て生まれた成果品を利用するのみの事業」を含む数値である。

１９市中担当部署との関係が継続している率が５０％を超えているのは２市であり，継続性に

ついて課題としている市が多い。



継続させるための手法

【旭川市でも行っているもの】

・団体と担当課の連携を深めるため，事業選考に係る手続き以外，事業実施団体と協働担当課と

直接行わせている。

・提案初年度から，プレゼン発表時において制度終了後についての意見交換も行っている。

・提案事業の審査項目に「持続性」を設け継続的な実施が可能かを審査のポイントにしている。

・協働に係る庁内職員研修の実施。

【旭川市では行ってないもの】

・庁内各課に配置している協働推進員を対象に協働について研修会を開催し意識向上に繋げてい

る。（水戸市）

・各部署に協働推進員を配置し，年１回の集合研修，月１回のメールマガジンを通じて協働事業

の様子を伝えている。（倉敷市）

・年 1回，各部の協働推進リーダー対象の市民協働推進連絡会を開催。（岐阜市）

・課長補佐級を対象とした協働に関する研修を行う。（宮崎市）

・担当課，財政担当課に優良な事業は翌年度事業担当課で予算確保を検討するよう依頼している。

（前橋市）

・提案団体は福山市まちづくりサポートセンターに登録することを条件としているため，補助や

事業が終了しても伴奏や支援は継続され関係性を保てている。（福山市）

・協働事業強化月間を設け，協働事業の促進を図っている。（岐阜市）

・採択団体が一堂に会し，事業終了後の活動について情報交換し，交流を深めるイベント（市民

と行政の協働フォーラム）を実施している。（金沢市）

・行政と市民活動団体等との意見交換会（マナッポ）の実施。（豊田市）

・行政職員と市民，市民活動団体等が同じテーマについて意見交換し課題解決の手法を探るワー

クショップの実施。（倉敷市）

・独自の「Ｗマッチングシステム」により，互いに納得感の高い状態で提案が実現化されるよう

工夫している。（尼崎市）

・継続性について全庁的な課題として検討を進めている（西宮市）

各市の抱える課題

・団体の事業遂行能力，体制に差がある。

・行政と団体の役割について明確な線引きをすることが難しい。

・事業終了後の協働状況につては各課対応となるため把握出来ていない。

・予算化の是非を判断するにはある程度の試行期間が必要になる。

・助成期間終了後に継続性が無いことについて課題認識している。



回答市 問１ 問２ 問３ 問４ 問５ 問３/問２ 問４/問２ 問４/問３
№ 協働事業制度の開

始年度を教えてく
ださい。

事業開始から令和２年３月３
１日までの実施事業数を教え
てください。

実施した協働事業のうち現在も継
続している，又は事業内容を一部
変更して継続している事業数を教
えてください。

問３の事業のうち，協働事業採択
時における行政の担当部署と協働
や協力関係が続いている事業数を
教えてください。

行政と市民活動団体等の協働の関係性継続させるために行っていることはありますか。
あればその手法等について教えてください。

全体の内，
事業継続率

全体の内，
担当部署と
継続率

継続事業の
内，担当部
署との継続
率

1 北海道 函館市 平成２５年度 １０事業 ２事業 ２事業 本市としても，協働事業終了後は関係性が少なくなっている点があるので，継続性につ
いては課題である。

20% 20% 100%

2 北海道 旭川市 平成２２年度 ３３事業 １２事業 ４事業 協働のまちづくりを発展させていくためには，協働事業制度をきっかけに築いた協働の
関係性を継続していくことが重要と考えますが，実態としては，協働事業制度の支援が
終了した後の取組事業において関係性が継続している事例が少ないことから，継続につ
ながる手法について模索しているところです。

36% 12% 33%

3 岩手 盛岡市 平成１８年度 ６１事業 ２７事業 １１事業 団体と担当課の連携を深めるため，事業の選考に係る手続き以外は当課を介さず，事業
実施団体と協働担当課との間で行わせている。（補助金交付の手続きや精算に係る事務
等）

44% 18% 41%

4 秋田 秋田市 平２８年度 １５事業 １２事業 ９事業 協働によるまちづくりを実施するにあたり、団体の事業遂行能力や体制に差があり、ま
た、行政と団体の役割について明確な線引きをすることが難しいと感じている。意欲的
な団体が継続的な活動が出来るように、柔軟な対応を取りながらサポートしていく。

80% 60% 75%

5 山形 山形市 平成１６年度 （H16年度）・NPO法人市民活
動支援補助金（4事業4団体）
（H17年度～H19年度）・市民
活動支援補助金（26事業26団
体)
（H20年度～）・山形市コ
ミュニティファンド（基金）
による補助金（218事業218団
体）
（H27年度～）・婚活支援事
業（ファンドによる団体への
補助12事業12団体）
（H28年度～）・婚活支援事
業（ボランティア仲人団体に
よる結婚相談会の開催）

各団体の事業の継続状況について
把握していない

各団体の事業の継続状況について
把握していない

主な事業としては、山形市コミュニティファンドを活用した、まちづくりを担う市民活
動を財政面から支える補助制度になります。補助申請団体の全てに補助金の交付とはな
りませんが、新たな事業展開を行うきっかけとして、市民活動の活性化に寄与するもの
と考えております。
なお、近年は申請団体が減少していることから、これまであまり申請がなかった福祉分
野で活動を行っている団体に対して補助制度の活用を働きかけているところです。

6 茨木 水戸市 平成２２年度 ３１事業 １８事業 １１事業 協働事業提案初年度から，審査機関である水戸市協働推進委員会へのプレゼン発表時に
おいて，制度終了後の4年目以降についても意見交換を行っている。また，庁内各課に配
置している協働推進員の職員に対して，協働の必要性や効果について研修会を開催し意
識向上に繋げている。

58% 35% 61%

7 群馬 前橋市 平成２３年度 ３７事業
※昨年度採択し、今年度実施
予定だった事業について、新
型コロナウイルスの影響で実
施を１年間延期した。

１７事業 １３事業 当課が関わるのは提案団体と担当課のマッチング、及び提案事業の審査・採択までのた
め、特段関係性を継続させるための手法はないが、審査項目に「持続性」を設け、事業
を継続的に実施することが可能かを審査ポイントにしている。また、協働事業を実施し
た翌年度分の予算要求時に、事業担当課及び財政担当課に対し、優良な事業について
は、翌年度は事業担当課で予算確保を検討するよう依頼している。

46% 35% 76%

8 群馬 高崎市 平成１６年度 ２８事業〔ボランティア活動
促進・啓発を目的とするボラ
ンティア担当課との協働事業
（市民公益活動公募事業）。
主な実施事業は講演会や体験
講習会等。〕

なし なし 市民活動団体の活動状況情報収集と市からの情報提供・相談支援体制を整備し、市民活
動団体と市との関係を良好に構築すること

0% 0% 0%

9 埼玉 川越市 平成２１年度 １８０事業 市民提案型事業は回数制限(３回)
により終了します。委託事業につ
いては７年間継続しているものが
１事業あります。

１事業 協働にかかる庁内職員研修を実施し、市民活動が生まれやすい、継続しやすい環境の醸
成を図っています。



回答市 問１ 問２ 問３ 問４ 問５ 問３/問２ 問４/問２ 問４/問３
№ 協働事業制度の開

始年度を教えてく
ださい。

事業開始から令和２年３月３
１日までの実施事業数を教え
てください。

実施した協働事業のうち現在も継
続している，又は事業内容を一部
変更して継続している事業数を教
えてください。

問３の事業のうち，協働事業採択
時における行政の担当部署と協働
や協力関係が続いている事業数を
教えてください。

行政と市民活動団体等の協働の関係性継続させるために行っていることはありますか。
あればその手法等について教えてください。

全体の内，
事業継続率

全体の内，
担当部署と
継続率

継続事業の
内，担当部
署との継続
率

10 埼玉 川口市 平成１６年度 １１４事業 ２事業 ２事業 市民活動助成事業という市民団体からの提案に対する助成事業を実施している。団体育
成の目的で実施しており、助成事業の事業継続性を審査条件の１つとしている。そのた
め、助成事業終了後は、団体が独自で継続できるよう助成事業を通じて、協働先の構築
等に努めるよう助言している。

2% 2% 100%

11 千葉 柏市 平成１７年度 １９事業 ８事業 ７事業 行政と市民活動団体等との協働を継続されるためには，事業実施前からそれぞれの取組
や課題を十分に対話を行うことが重要だと考えており，対話による関係性を構築できれ
ば，結果的には事業が終了しても関係性は出来るものと考えております。

42% 37% 88%

12 東京 八王子市
13 神奈川 横須賀市 平成１６年度 １６事業 ９事業 ５事業 事業開始当初から、モデル事業として３年間実施した後、どのように継続・発展させて

いくのかをイメージしながら進めるようにしているが、協働関係継続に特化した対策に
ついては模索中。

56% 31% 56%

14 富山 富山市 平成１８年度
※「富山市公募提
案型協働事業」

５４事業 １８事業
※平成30年12月時点

２事業程度
※平成30年12月時点

職員の協働意識の醸成を図るため、「協働推進講座」を職員研修に位置付けて開催して
いる。

33% 4% 11%

15 石川 金沢市 平成２３年度 １２３事業 ７３事業 把握していない。 これまでの採択団体が一同に会し、事業終了後の活動について情報交換し交流を深める
イベントを開催している。（市民と行政の協働フォーラム）

59%

16 福井 福井市 平成１６年度 ７４事業 ７事業 ７事業 特になし 9% 9% 100%

17 山梨 甲府市 令和２年度 実績なし 実績なし 実績なし 協働によるまちづくりを支援する拠点施設として「協働支援センター」を令和２年８月
に開所しました。
本センターでは、活動に係る相談窓口のほか、活動室や会議室の無料貸し出し、団体が
活動情報を発信できるよう掲示ボードの設置、活動を活性化するための研修の実施など
を予定しています。

18 岐阜 岐阜市 平成１８年度 ６９事業（延べ数） ７事業 ７事業 毎年１回、各部の協働推進リーダー向けに市民協働推進連絡会を開催し、市民協働につ
いての理解を深めています。
平成１８年３月に「ＮＰＯとの協働事業推進のためのガイドライン」を策定し、協働事
業を推進しています。
毎年、協働事業強化月間を設け、協働事業の促進を図っています。

10% 10% 100%

19 愛知 豊橋市 平成１９年度 ２０４事業 不明 不明 本市では市民協働推進補助金という制度により、公益的社会貢献活動に対して支援を
行っています。平成３０年度よりサポート課制度を導入し、補助金事業に近い庁内の関
係課を事業団体のサポート課として事業に協力させることで団体との結びつきを強める
試みをしています。

20 愛知 岡崎市 該当なし 調査対象となるデータ量が膨大になるため、回答できかねます。参考に本市のホーム
ページに市民協働事例集が掲載されていますのでご覧ください。
（https://www.city.okazaki.lg.jp/1550/1556/1603/p015683.html）

21 愛知 豊田市 平成２０年度 ４１事業
（行政提案型：３３事業、市
民提案型：８事業）

把握していない 把握していない ※本市では、「協働」を「共働」と表記している。
【意見交換会の実施】
行政と市民活動団体等が共働関係を構築できるような意見交換会を実施している。
これは、行政職員が市民活動団体の活動を知り、共働推進の意識を持つこと、市民活動
団体が、共働事業提案制度の提案に向けた情報共有、課題の相互理解を目的としたもの
である。また、提案制度に限らず両者がゆるくつながり、共働関係を構築することも目
的としている。

22 大阪 吹田市 該当なし
23 大阪 枚方市 該当なし
24 大阪 寝屋川市 該当なし
25 兵庫 姫路市 平成１８年度モデ

ル実施
平成１９年度より
本格実施

１１７事業 不明（当課で実施している提案型
協働事業制度は、単年度での実施
としており、事業終了後の協働状
況は把握できておりません。）

不明（当課で実施している提案型
協働事業制度は、単年度での実施
としており、事業終了後の協働状
況は把握できておりません。）

当課で実施している提案型協働事業制度は、単年度での実施としており、市民団体と関
係各課の協働のきっかけづくりとしているため、事業終了後の協働については、各々で
の対応となり、把握できておりません。



回答市 問１ 問２ 問３ 問４ 問５ 問３/問２ 問４/問２ 問４/問３
№ 協働事業制度の開

始年度を教えてく
ださい。

事業開始から令和２年３月３
１日までの実施事業数を教え
てください。

実施した協働事業のうち現在も継
続している，又は事業内容を一部
変更して継続している事業数を教
えてください。

問３の事業のうち，協働事業採択
時における行政の担当部署と協働
や協力関係が続いている事業数を
教えてください。

行政と市民活動団体等の協働の関係性継続させるために行っていることはありますか。
あればその手法等について教えてください。

全体の内，
事業継続率

全体の内，
担当部署と
継続率

継続事業の
内，担当部
署との継続
率

26 兵庫 尼崎市 平成２１年度 １２事業 ３事業 ３事業 本市の制度は、先進的な取組の提案について、将来的な各局室における予算化を見据
え、制度所管課の予算でモデル的に実施するものです。各局室において予算化された場
合は、基本的には何らかの協働状態が継続されるものと解しています。
予算化されるか否かは、市の政策・施策の方向性や予算編成など様々な事項に左右され
ますが、当該取組の実施にあたって、その目的・目標、有効性、手法等について行政と
提案者の双方が共通認識を有し、パートナーとして取り組める状態にあることが重要と
考えています。
また、各所で予算化の是非を判断する上では、ある程度の試行期間が必要であると認識
しています。
こうしたことから、令和２年度に、構想段階での提案を可能とするなどの制度改正を行
い、独自の「Wマッチングシステム」の採用によって、互いに納得感の高い状態で提案が
実現化されるよう工夫したほか、補助期間を２年から３年に延長するなどの改善を図っ
ています。

25% 25% 100%

27 兵庫 明石市 H22～24年度で明
石市市民提案型パ
イロット協働事業
を実施。

８事業（H22～24年度） ８事業（H22～24年度）のうち、行
政の施策として実施、もしくは地
域運営組織の事業として実施され
ているものが３事業。

３事業 市民活動団体等と関係する市担当部署が、事業内容や役割分担について十分に協議する
こと。現制度では、行政との協働実績はないが、今後そのような事業があった場合に市
担当部署へつなぐサポートも行っていきたいと考えている。

※H24年度までの成果を踏まえ、H25年度から明石市市民活動サポート事業を開始。
H25年度，市民活動サポート事業になってからは、市担当部署との事前協議や協定締結、
実施にあたっての役割分担等はしておらず、経費助成が主になっている。

38% 38% 100%

28 兵庫 西宮市 平成２１年度 ６６事業 事業実施後の後追い調査ができて
いないため、件数不明です。

事業実施後の後追い調査ができて
いないため、件数不明です。

助成期間（最長３年）終了後の事業継続性がないことについては、当市としても課題と
して認識し、令和２年５月に策定された「西宮市行政経営改革前期実行計画」において
も課題としてあげており、今後、検討を進めることとしています。

29 鳥取 鳥取市 平成２３年度 １９事業（中止含む。） 単年度補助であり、事業継続の有
無については認知していない。

同左 特になし。

30 岡山 倉敷市 平成１７年度 １４２事業 不明 ※平成２６年度以降の事業につい
ては，８割程度が継続している。

例年，行政職員と市民，市民活動団体等が同じテーマについて意見交換し，課題解決の
手法を探るワークショップを実施しています。また，各所属に協働推進員を配置し，集
合研修（年１回）やメールマガジン（月１回）を通じて協働事業の様子を伝えていま
す。

31 福山 福山市 ２００６年度（平
成１８年度）

６事業 ３事業 ３事業 市民活動団体が始業期における活動を円滑に実施できるよう支援する市民活動スタート
アップ事業補助制度,アイデアをカタチにして事業化をめざす福山未来共創塾や人財バン
ク制度などは，福山市まちづくりサポートセンターに登録することを条件としているた
め，補助や事業が終了しても伴奏や支援は継続され関係性を保てている。

50% 50% 100%

32 山口 下関市 該当なし
33 福岡 久留米市 平成２４年度 延べ１５５事業 ２４事業 ２１事業 - 15% 14% 88%
34 長崎 長崎市 平成２１年度 １９事業 １７事業

（但し、事業によって生まれた成
果品を利用するのみの事業を含
む）

５事業 貴市と同じ状況です。 89% 26% 29%

35 大分 大分市 該当なし
36 宮崎 宮崎市 平成17年度 8事業

（事業開始当初の分までさか
のぼれないため、H27～R1の
5ヵ年分の回答です。）

5事業 2事業 本市では「宮崎市市民活動支援補助金（協働型）」という制度を取り入れております
が、貴市と同様に継続に繋がるケースが少なく、本市でも課題となっています。今年度
は課長補佐級を対象とした研修を行う予定です。

63% 25% 40%

37 鹿児島 鹿児島市 該当なし


